
施策４１３

地域で連携し、
犯罪防止力・対応力を高める



災害や犯罪から身を守る、安全・安心なまちとしくみをつくる

地域で連携し、犯罪抑止力・対応力を高める

体感治安の肯定的評価をした区民の割合(住民意識調査 生活環境評価 防犯と風紀について肯

定的評価を選択した割合)

刑法犯の認知件数

20％ ― ― ― 22％

― 28％ ― ― 31％

22.8% ― ― ― 27.1%

― 31.2% ― 29.2%

3,200件 3,283件 3,240件 3,199件 3,200件

3,093件 3,023件 2,400件 2,200件 2,000件

3,172件 2,848件 2,617件 2,368件 1,896件

1,817件 1,953件 2,137件 2,089件

令和７年度 施策評価シート

基本目標 Ⅳ安心して暮らせる「すみだ」をつくる

政 策 410

施 策 413

区民と区内事業者が連携した地域の力でさまざまな防犯対策に取り組むことにより、犯罪が未然に抑止され

施策の 、すべての人が安全で安心な暮らしをしています。

目標

１ 基本計画における成果指標の状況

指標名

基準年(H28) H29 H30 H31 R2

目標

実績

R3 R4 R5 R6 R7

目標

実績

指標名

基準年(H28) H29 H30 H31 R2

目標

実績

R3 R4 R5 R6 R7

目標

実績



２ 目標と現状（実績）についての分析及び総事業費推移

指標の推移・施策の課題や問題点について記述 総事業費推移（千円）

区内における刑法犯の認知件数は長期的にみると、減少傾向にある。これは、区内
R4 136,182

防犯カメラ・私道防犯灯の設置助成や青色防犯パトロールカーの巡回による防犯対策

事業の成果が表れている。しかし、特殊詐欺犯罪の手口が巧妙化していること、また
R5 140,517

、区内観光施設への来場者数が増え、今後ますます多くの来街者が見込まれることか

ら、警察機関や地域と連携した対策をより一層推進していく必要がある。
R6 151,751

３ 施策の評価及び判断理由

評価 理由

犯罪の抑止効果を狙った防犯カメラ・私道防犯灯の設置助成や青色防犯パトロールカー

Ｂ の運行、特殊詐欺対策の自動通話録音機の普及や出前講座が、体感治安の肯定的評価に
役立っているため

４ 今後の施策の運営方針

施策の戦略的方向性

○ (１) 優先的に資源投入を図る

● (２) 現状維持とする

○ (３) 現状維持だが、より効率的な運営を図る

○ (４) 資源投入の縮小を図る

上記の判断理由

防犯カメラの設置助成や錦糸町の客引き対策が着実に区民の体感治安の肯定的評価の向上に役立ってい

るため

今後の具体的な方針

犯罪等の巧妙化に対応して、より注意深く、警察署などの関係機関と連携し、啓発活動を行っていく。



５ この施策に係る事務事業
総事業費

決算額(A) 人コスト(B)
番号 事務事業名 主管課 (A+B) 評価結果

（千円） （千円）
（千円）

地域安全推進経費 安全支援課
1 40,577 13,821 54,398 現状維持

自主防犯活動組織の育成・ 安全支援課
2 28,557 9,154 37,711 現状維持

支援事業費

環境浄化活動推進事業費 安全支援課
3 26,675 9,334 36,009 現状維持

私道防犯灯助成事業費 都市整備課
4 16,788 6,845 23,633 現状維持



令和７年度 事務事業評価シート No. 1

施 策 413 地域で連携し、犯罪抑止力・対応力を高める

事 業 名 地域安全推進経費

主管課 安全支援課 電話番号（内線） 3563

区民の生活安全に関する意識の高揚を図るとともに、地域における犯罪、火災、事故を防止し、安全で安心して

目 的 暮らせるまちづくりを推進する。

区民
対 象 者

墨田区安全で安心なまちづくり推進条例、すみだ防犯センターの設置及び管理運用に関する要綱、墨田区地域安
根拠法令

全指導員設置要綱
関連計画

実施基準 区独自基準 実施方法 一部委託 人員体制・委託先 常勤４、会計年度２ 委託先：株式会社ＫＳＰ

１ 防犯パトロールカーによる区内の巡回

２ すみだ防犯センターの管理運営

３ 区長の付属機関として生活安全推進協議会を設置して生活安全に関する現状を把握し、施策の実施について

協議

４ 特殊詐欺防止のため、おおむね65歳以上の区民に自動通話録音機の無償貸与
事業内容

５ 危機管理対応用倉庫の解体設計

開始年度 平成１５年度 終了予定

・平成16年度～青色防犯パトロールカーによる巡回を開始

・平成18年1月 「墨田区安全で安心なまちづくり推進条例」を施行

・平成18年度～生活安全推進協議会を毎年１回開催

・平成24年4月1日 すみだ防犯センター開設

経 過 ・平成27年度～自動通話録音機の貸与を開始

議会質問

の 状 況

そ の 他

特記事項

予算・決算額推移（単位：千円） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

予算現額（令和７年度は当初予算） 34,108 34,341 34,499 37,365 41,648 88,333

A.決算額（令和７年度は見込み） 32,876 33,347 33,879 36,367 40,577 88,333

国 0 0 0 0 0 0

財 源 都 1,573 898 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0

一般財源 31,303 32,449 33,879 36,367 40,577 88,333

執行率（％） 96.39 % 97.11 % 98.2 % 97.33 % 97.43 % 100 %

B.人コスト 13,291 13,194 12,315 13,048 13,821

総事業費（A+B） 46,167 46,541 46,194 49,415 54,398

予算書P（令和７年度） P112 執行実績報告書P（令和６年度）



400 800 1,200 1,600

2,000 2,400 2,800 3,200 3,600 4,000

161 383 849 1,605

2,065 2,744 3,348 3,840 4,371

3,310 3,283 3,240 3,199

3,200 3,093 3,032 2,400 2,200 2,000

3,172 2,848 2,617 2,368

1,896 1,817 1,953 2,137 2,089

No. 1

主な予算・決算の内訳（単位：千円）

令和５年度（決算） 令和６年度（決算） 令和７年度（当初予算）

節 金額 節 金額 節 金額

委託料 19,242 委託料 23,339 委託料 73,764

負担金補助及び交付金 6,000 報酬 5,483 報酬 5,546

報酬 5,005 負担金補助及び交付金 4,000 需用費 3,844

需用費 2,840 需用費 3,125 使用料及び賃借料 2,386

使用料及び賃借料 1,590 使用料及び賃借料 2,287 職員手当等 2,175

概 要 概 要 概 要

青色防犯パトロールカーによる警備委託 青色防犯パトロールカーによる警備委託 青色防犯パトロールカーによる警備委託

、自動通話録音機の購入、更生保護施設 、自動通話録音機の購入、防犯防火ガイ 、自動通話録音機の購入、危機管理対応

建て替え工事の補助、会計年度任用職員 ドブックの発行、更生保護施設建て替え 用倉庫の解体、会計年度任用職員（防犯

（防犯センター）報酬等 工事の補助、会計年度任用職員（防犯セ センター）報酬等

ンター）報酬等

指 標 自動通話録音機の貸出台数（累計） 単 位 台

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標

4,000 令和７年度

実績

手 段 に
R2 R3 R4 R5 R6 R7

対する指標

(活動指標)
目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

自動通話録音機の貸出件数が増えることで、特殊詐欺への対策が広まり、地域の安全安心の推進に

事 業 の つながる。

成 果 指 標 刑法犯の認知件数 単 位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標

2,800 令和７年度

実績

目 的 に
R2 R3 R4 R5 R6 R7

対する指標

(成果指標)
目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

区内刑法犯の認知件数が減少することで、安全・安心なまちづくりの進展が確認できる。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

安全・安心まちづくりの推進のため、特殊詐欺対策をはじめとする防犯対策を引き続き進め

ていく。
現状維持

課題・問題点

特殊詐欺被害の認知件数が依然として高い水準にあり、手口も巧妙化しているため、警察機関と連携し、被害防止に向けたさ

らなる対策を検討する必要がある。



令和７年度 事務事業評価シート No. 2

施 策 413 地域で連携し、犯罪抑止力・対応力を高める

事 業 名 自主防犯活動組織の育成・支援事業費

主管課 安全支援課 電話番号（内線） 3563

安全で安心なまちの実現に向け地域防犯力の向上を図るため、自主防犯活動組織の育成・支援を行う。

目 的

区民
対 象 者

墨田区安全で安心なまちづくり推進条例・同施行規則、墨田区自主防犯パトロール用品支給要綱、墨田区防犯協
根拠法令

会補助金交付要綱、墨田区地域連携治安改善サポート事業補助金交付要綱
関連計画

実施基準 都基準 実施方法 直営 人員体制・委託先 常勤４

１ 町会・自治会、商店街等が連携して街頭防犯カメラ等を設置した場合に、設置経費及び維持経費を補助

２ 防犯協会などの事業を補助

３ 町会等の地域住民を対象とした地域防犯リーダー養成講座を実施

４ 地域団体が防犯パトロールを行う場合のパトロール用品の支給

事業内容

開始年度 平成１６年度 終了予定

・平成16年度 墨田区生活安全施設整備事業補助開始

→平成27年度～墨田区地域連携治安改善サポート事業金に統合

・平成16年度～防犯パトロール用品の支給開始

・平成18年度～地域安全マップ作成事業、地域防犯リーダー養成事業開始

→令和5年度をもって地域安全マップ作成事業を廃止（NPO法人地域安全マップ協会解散のため）

経 過

議会質問

の 状 況

そ の 他

特記事項

予算・決算額推移（単位：千円） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

予算現額（令和７年度は当初予算） 57,149 45,260 31,146 29,820 30,273 38,040

A.決算額（令和７年度は見込み） 49,944 31,091 25,284 26,356 28,557 38,040

国 0 0 0 0 0 0

財 源 都 19,953 9,887 9,136 10,010 12,077 16,509

その他 0 0 0 0 0 0

一般財源 29,991 21,204 16,148 16,346 16,480 21,531

執行率（％） 87.39 % 68.69 % 81.18 % 88.38 % 94.33 % 100 %

B.人コスト 8,822 8,796 8,179 8,512 9,154

総事業費（A+B） 58,766 39,887 33,463 34,868 37,711

予算書P（令和７年度） P112 執行実績報告書P（令和６年度）



390 455 495 535

575 615 655 585 575 570

390 447 485 556

572 572 578 571 574

3,310 3,283 3,240 3,199

3,200 3,093 3,032 2,400 2,200 2,000

3,172 2,848 2,617 2,368

1,896 1,817 1,953 2,137 2,089

No. 2

主な予算・決算の内訳（単位：千円）

令和５年度（決算） 令和６年度（決算） 令和７年度（当初予算）

節 金額 節 金額 節 金額

負担金補助及び交付金 25,563 負担金補助及び交付金 28,134 負担金補助及び交付金 37,798

委託料 788 需用費 214 需用費 209

需用費 5 報酬 100 使用料及び賃借料 33

役務費 1 委託料 42

役務費 34

概 要 概 要 概 要

街頭カメラ設置等への補助、防犯協会等 街頭カメラ設置等への補助、防犯協会等 街頭カメラ設置等への補助、防犯協会等

への補助、防犯パトロール用品の支給 への補助、防犯パトロール用品の支給、 への補助、防犯パトロール用品の支給

地域防犯リーダー養成講座の実施

指 標 防犯カメラの設置台数（累計） 単 位 台

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標

765 令和７年度

実績

手 段 に
R2 R3 R4 R5 R6 R7

対する指標

(活動指標)
目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

ほぼ全域に防犯カメラを設置し、面的にカバーできているため、今後は古くなったカメラの更新を

事 業 の 主に進めていく（令和６年度目標値を変更）

成 果 指 標 刑法犯の認知件数 単 位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標

2,800 令和７年度

実績

目 的 に
R2 R3 R4 R5 R6 R7

対する指標

(成果指標)
目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

区内刑法犯の認知件数が減少することで、安全・安心なまちづくりの進展が確認できる。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

地域で連携し、犯罪抑止力・対応力を高めていくには、地域と密接に関わりを持った事業展

開を進めていく必要がある。また、防犯カメラの設置は地域の町会等からの要望によるもの
現状維持

で設置の主体は行政ではなく、地域の町会等である。

課題・問題点

経年劣化により修繕・更新が必要な防犯カメラが増えているため、計画的に防犯カメラの更新を進めていく必要がある。



令和７年度 補助金評価シート No. 2

補助金名 地域連携治安改善サポート事業補助金

主管課 安全支援課 電話番号（内線） 3563

墨田区地域連携治安改善サポート事業補助金交付要綱

根拠法令

地域協議会（複数の地域団体）が事業実施計画に基づいて行う、防犯設備等の整備経費及び維持経費に対する補

助

補助概要

地域協議会が継続して行う地域の見守り活動を支援し、安全で安心なまちづくりを推進する。

目 的

地域協議会（複数の地域団体（町会・自治会、商店街等一定の区域の住民が構成または参加する団体））

対 象

基 準 都基準

協議会（複数の地域団体）が定める事業実施計画に基づいて行う以下１～２の経費で区長が必要かつ適当と認

めたものについて交付する。ただし条件として、協議会の区域が区から安全・安心なまちづくり推進地区の指定

を受けること、道路上に設置する場合は道路及び設備の使用許可を受けること、補助対象となる防犯設備等は地

域団体が当該地域の不特定多数の用に供せられる目的で整備するものであって、特定の私有財産又は公有財産の

保護、管理等に供せられるものでなく、また区長の定める管理上の指示等に従っていること。
補助条件

１ 新規、増設又は更新に係る経費

防犯カメラ、防犯灯、防犯ベル、車両進入防止装置、防犯情報等の発信、注意喚起等を行う電子掲示板その他犯

罪の抑止に資すると認められる設備又は部品の整備に関する経費(購入、賃借又は取付けに係る経費）

２．防犯カメラ維持等経費

システム管理料、電気料金、共架料、保守委託料、修繕料並びに防犯カメラ等の移設経費及び撤去経費

開始年度 平成２２年度 終了予定

・平成16年度～町会・自治会、商店街等の住民団体が防犯対策の一環として、防犯カメラを設置しやすい環境を

整備し、安全安心まちづくりに寄与するため、東京都の「生活安全施設整備事業」による区への1/3補助を受け

て、区も1/3補助する事とした。（墨田区防犯設備整備事業補助金）

・平成22年度～東京都が補助割合を1/3→1/2に増やすことで住民団体の負担を減らし補助の活用を促すと伴に

、複数の地域団体が連携して防犯パトロールを実施することを要件とした。これを受けて、区も複数の地域団体

で設置した協議会を対象とする補助制度（墨田区地域連携治安改善サポート事業補助金（以下「サポート補助金

」という。）を開始した。都が補助対象としていない維持経費（電気料金、共架料、移設費）も補助対象として

経 過 いる。

・平成27年度～単独の町会等住民団体を対象としていた「墨田区防犯設備整備事業補助金」を廃止し、サポー

ト補助金に統合。また、補助対象に更新経費も追加したほか、維持経費に修繕経費の補助を追加

・平成31年度～都が維持経費を補助対象に追加

・令和5年度～補助対象となる維持等経費に撤去費を追加

議会質問

の 状 況

そ の 他

特記事項

予算・決算額推移（単位：千円） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

予算現額（令和７年度は当初予算） 55,191 43,323 28,501 27,087 28,450 36,398

A.決算額（令和７年度は見込み） 48,578 29,941 23,205 24,163 26,734 36,398

国 0 0 0 0 0 0

財 源 都 19,953 9,887 9,136 15,085 12,077 16,509

その他 0 0 0 0 0 0

一般財源 28,625 20,054 14,069 9,078 14,657 19,889

執行率（％） 88.02 % 69.11 % 81.42 % 89.21 % 93.97 % 100 %
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390 447 485 556

572 572 578 571 574

3,310 3,283 3,240 3,199

3,200 3,093 3,032 2,400 2,200 2,000

3,172 2,848 2,617 2,368

1,896 1,817 1,953 2,137 2,089

No. 2

指 標 防犯カメラの設置台数（累計） 単 位 台

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標

785 令和７年度

実績

手 段 に
R2 R3 R4 R5 R6 R7

対する指標

(活動指標)
目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

ほぼ全域に防犯カメラを設置し、面的にカバーできているため、今後は古くなったカメラの更新を

補助金の 主に進めていく（令和６年度目標値を変更）

成 果 指 標 刑法犯の認知件数 単 位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標

2,800 令和７年度

実績

目 的 に
R2 R3 R4 R5 R6 R7

対する指標

(成果指標)
目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

区内刑法犯の認知件数が減少することで、安全・安心なまちづくりの進展が確認できる。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

地域で連携し、犯罪抑止力・対応力を高めていくには、地域と密接に関わりを持った事業展

開を進めていく必要があるため。また、防犯カメラの設置は地域の町会等からの要望による

現状維持 もので設置の主体は行政ではなく、地域の町会等である。

課題・問題点



令和７年度 補助金評価シート No. 2

補助金名 防犯協会等補助金

主管課 安全支援課 電話番号（内線） 3563

墨田区防犯協会補助金交付要綱

根拠法令 墨田区暴力追放運動推進団体補助金交付要綱

地域における防犯思想の普及向上、青少年の健全育成等の活動を行っている本所・向島の両防犯協会及び錦糸

町周辺地域の暴力犯罪等の防止活動を推進している錦糸町地区暴力追放委員会に対して、その活動を支援するた

補助概要 め、補助金を交付する。

両防犯協会及び錦糸町地区暴力追放委員会に対して上記活動への支援を行うことによる安全・安心まちづくり

目 的 の実現

【防犯協会補助金】本所防犯協会、向島防犯協会

対 象 【暴力追放運動推進団体補助金】錦糸町地区暴力追放委員会

基 準 区独自基準

【防犯協会補助金】

・1協会あたり補助額60万円

・地域における防犯思想の普及向上、青少年の健全育成等に関する事業の実施

【暴力追放運動推進団体補助金】

・補助額20万円
補助条件

・錦糸町周辺地域の暴力犯罪等の防止活動、環境改善の推進

開始年度 平成１８年度 終了予定

平成17年12月9日付けで「墨田区安全で安心なまちづくり推進条例（以下「条例」という。）」制定

条例第3条第1項第2号に基づき、平成18年6月22日付けで「墨田区防犯協会補助金交付要綱」、平成21年6月1日

付けで「墨田区暴力追放運動推進団体補助金交付要綱」をそれぞれ制定

【補助額の変遷】

・防犯協会補助金

1協会あたり20万円（平成18年度～）→30万円（平成25年度～）→40万円（令和元年度～）→60万円(令和5年

経 過 度～)

・暴力追放運動推進団体補助金

15万円（平成21年度～）→20万円（令和元年度～）

議会質問

の 状 況

そ の 他

特記事項

予算・決算額推移（単位：千円） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

予算現額（令和７年度は当初予算） 1,000 1,000 1,000 1,400 1,400 1,400

A.決算額（令和７年度は見込み） 1,000 1,000 1,000 1,400 1,400 1,400

国 0 0 0 0 0 0

財 源 都 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0

一般財源 1,000 1,000 1,000 1,400 1,400 1,400

執行率（％） 100 % 100 % 100 % 100 % 100 % 100 %
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3,310 3,283 3,240 3,199

3,200 3,093 3,032 2,400 2,200 2,000

3,172 2,848 2,617 2,368

1,896 1,817 1,953 2,137 2,089

No. 2

指 標 防犯協会の防犯・交通安全・暴力団追放事業実施累計数 単 位 回

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標

50 令和７年度

実績

手 段 に
R2 R3 R4 R5 R6 R7

対する指標

(活動指標)
目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

防犯協会による防犯等の啓発事業数を把握することにより、地域の防犯意識の向上等の進展が確

補助金の 認できる。

成 果 指 標 刑法犯の認知件数 単 位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標

2,800 令和７年度

実績

目 的 に
R2 R3 R4 R5 R6 R7

対する指標

(成果指標)
目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

区内刑法犯の認知件数が減少することで、安全・安心なまちづくりの進展が確認できる。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

防犯協会が行う防犯意識の普及、青少年の健全育成活動、暴力追放運動推進団体が行う暴

力犯罪等の防止活動は、安全・安心なまちづくりの推進に資するものであるため、区として

現状維持 支援する必要がある。よって、引き続き防犯協会等への支援を行っていく。

課題・問題点



令和７年度 事務事業評価シート No. 3

施 策 413 地域で連携し、犯罪抑止力・対応力を高める

事 業 名 環境浄化活動推進事業費

主管課 安全支援課 電話番号（内線） 3562

区民、事業者及び警察等と連携し、公共の場での客引き行為等を防止するほか、暴力団排除活動を推進すること

目 的 で、区民生活の平穏を保持し安全で安心な生活環境を確保する。

区民
対 象 者

墨田区客引き行為等の防止に関する条例・同施行規則
根拠法令

墨田区暴力団排除条例・同施行規則
関連計画

実施基準 区独自基準 実施方法 一部委託 人員体制・委託先 1

・客引き行為等防止対策員・指導員の配置

対策員として警察官OB４名、指導員としてを民間警員を２名配置し、パトロールや啓発注意・指導・警告等を

行っている。

・錦糸町地区南北合同パトロール

地元の町会・自治会、地域団体・企業、本所警察等で月１回パトロールを実施
事業内容

・錦糸町プロジェクト推進協議会の運営

地元の町会・自治会、地域団体・企業で構成される本協議会の事務局を担っている。２カ月に１回パトロール

検討会兼役員会を開催し、本所警察もオブザーバーとして参加

・暴力団排除推進店舗証の交付等

暴力団排除推進店舗等に店舗証を交付（新規店舗を訪問し啓発）

開始年度 平成２６年度 終了予定

◆客引き行為等の防止

H26 6.30 墨田区客引き行為等防止条例制定（12/1施行）

H27 客引き行為等防止対策員４名体制でパトロール実施（17～22時）

H28 9.30 条例改正（12/1施行）※錦糸町周辺を重点地区に指定

H30 対策員４名に加え、委託警備指導員２名を配置

R4 11月 錦糸町プロジェクト推進協議会発足

R5 委託警備指導員の配置時間を17～22時から18～23時に変更

◆暴力団排除

経 過 H24 墨田区暴力団排除条例・同施行規則 6/29公布、7/1施行

議会質問

の 状 況

そ の 他

特記事項

予算・決算額推移（単位：千円） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

予算現額（令和７年度は当初予算） 23,905 24,942 26,381 25,598 27,106 26,812

A.決算額（令和７年度は見込み） 22,731 23,944 25,587 25,016 26,675 26,812

国 0 0 0 0 0 0

財 源 都 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0

一般財源 22,731 23,944 25,587 25,016 26,675 26,812

執行率（％） 95.09 % 96 % 96.99 % 97.73 % 98.41 % 100 %

B.人コスト 8,822 8,796 8,179 8,512 9,334

総事業費（A+B） 31,553 32,740 33,766 33,528 36,009

予算書P（令和７年度） 112 執行実績報告書P（令和６年度）
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No. 3

主な予算・決算の内訳（単位：千円）

令和５年度（決算） 令和６年度（決算） 令和７年度（当初予算）

節 金額 節 金額 節 金額

委託料 11,368 委託料 10,917 委託料 10,741

報酬 10,536 報酬 10,536 報酬 10,536

職員手当等 2,108 職員手当等 4,259 職員手当等 4,259

需用費 648 役務費 420 需用費 655

役務費 400 需用費 413 役務費 441

概 要 概 要 概 要

報酬・手当：客引き対策員 報酬・手当：客引き対策員 報酬・手当：客引き対策員

旅費：対策員、事務職員 旅費：対策員、事務職員 旅費：対策員、事務職員

需用費：光熱水費、啓発物資 需用費：光熱水費 需用費：光熱水費、啓発物資

役務費：拠点電話・清掃、パト保険 役務費：拠点電話・清掃、パト保険 役務費：拠点電話・清掃、パト保険

委託料：啓発・指導委託、拠点機械警備 委託料：啓発・指導委託、拠点機械警備 委託料：啓発・指導委託、拠点機械警備

賃借料：ＰＣ 工事、備品：更生保護C 賃借料：ＰＣ 賃借料：ＰＣ

指 標 重点地区への対策員・指導員の配置人数 単 位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標

6

実績

手 段 に
R2 R3 R4 R5 R6 R7

対する指標

(活動指標)
目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

客引き対策として最も効果的なため、対策員や指導員の配置人数を目標とした。

事 業 の

成 果 指 標 錦糸町駅周辺の客待ち人数（1日あたり） 単 位 人

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標

66

実績

目 的 に
R2 R3 R4 R5 R6 R7

対する指標

(成果指標)
目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

重点地区の中でも常に客引きが確認されていた通りを観察する事で、事業の成果を図ることができ

る。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

客引き行為等の防止に関する条例以降客引きをする店は減ったが、現在も違反行為を続ける

店は有るため、引き続き対策が必用
現状維持

課題・問題点

客引きをしている店は減ったものの残った店は狡猾な者が多く固定化している。



令和７年度 事務事業評価シート No. 4

施 策 413 地域で連携し、犯罪抑止力・対応力を高める

事 業 名 私道防犯灯助成事業費

主管課 都市整備課 電話番号（内線） 3926

私道防犯灯リースによるLED化及び私道防犯灯の設置又は改修に対する助成により、夜間の交通安全及び犯罪

目 的 防止に寄与し、すべての人が安全で安心に暮せるまちづくりに資する。

私道防犯灯を設置・管理する町会・自治会
対 象 者

私道を通行する車両・歩行者（区民及び来街者）

墨田区私道整備助成条例・同施行規則
根拠法令

墨田区防犯灯補助金交付要綱
関連計画

実施基準 区独自基準 実施方法 直営 人員体制・委託先 常勤1 会計年度任用職員1

私道整備助成条例・同施行規則に基づき、防犯灯工事をする者に助成する。

防犯灯補助金交付要綱に基づき、防犯灯の管理費の一部を助成する。

「水銀に関する水俣条約」の規制による蛍光灯等の生産減少への対処、町会等の負担及び区の財政負担軽減を

図るため、未LED化の防犯灯をLED灯に取り替える「私道防犯灯LED化促進事業」を令和3年度に実施し、対象とな

る防犯灯1,450基をLED化した。
事業内容

Ａ：防犯灯工事助成対象及びLEDリース化済防犯灯2,483本（団地等で管理者が建設費を負担すべき未LED灯具3

33本を除外）、Ｂ：LED化済防犯灯：2,386本

現在のＬＥＤ化率＝Ｂ/Ａ×100＝96.1％

リース期間10年（令和4年3月～令和14年2月)

開始年度 昭和４３年度 終了予定

・防犯灯工事助成

昭和54年度から、防犯灯設置の助成が始まり、その後、助成率改定や要綱の緩和がされている。

現在の助成率は80～100％

・私道防犯灯LED化促進事業

令和３年度に「私道防犯灯LED化促進事業」を実施し、1,450基をリースによりLED化した。

過去3年間の実績

［令和4年度］ 7基（新設5基、取替2基）

［令和5年度］ 13基（新設11基、取替2基）

経 過 ［令和6年度］ 13基（新設5基、取替8基）

・防犯灯管理費助成

令和2年度に灯具別の月当たり助成額を定め、灯具種別ごとその設置月数で補助することに改めた。令和4年度

には電気料金の高騰に伴い、助成額を改定するとともに、LED以外の防犯灯について助成額を抑制した。

過去3年間の実績

［令和4年度］ 130団体 6,296,820円

［令和5年度］ 131団体 6,302,520円

［令和6年度］ 131団体 6,314,790円

［平成30年6月］ 区道街路灯はLED化されるが、区道に挟まれた私道との照度の差について

［平成30年11月決特］ 私道防犯灯のリース方式によるLED化促進について

［令和4年11月決特］ 電気料金の高騰による補助の拡充について
議会質問

の 状 況

特になし

そ の 他

特記事項

予算・決算額推移（単位：千円） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

予算現額（令和７年度は当初予算） 22,000 10,310 16,353 17,205 16,865 16,371

A.決算額（令和７年度は見込み） 20,101 9,819 16,132 16,278 16,788 16,371

国 0 0 0 0 0 0

財 源 都 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0

一般財源 20,101 9,819 16,132 16,278 16,788 16,371

執行率（％） 91.37 % 95.24 % 98.65 % 94.61 % 99.54 % 100 %

B.人コスト 13,262 10,189 6,628 6,428 6,845

総事業費（A+B） 33,363 20,008 22,760 22,706 23,633

予算書P（令和７年度） 203 執行実績報告書P（令和６年度）
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No. 4

主な予算・決算の内訳（単位：千円）

令和５年度（決算） 令和６年度（決算） 令和７年度（当初予算）

節 金額 節 金額 節 金額

使用料及び賃借料 8,211 負担金補助及び交付金 8,577 使用料及び賃借料 8,211

負担金補助及び交付金 8,067 使用料及び賃借料 8,211 負担金補助及び交付金 8,160

概 要 概 要 概 要

防犯灯リース料、防犯灯工事助成費、防 防犯灯リース料、防犯灯工事助成費、防 防犯灯リース料、防犯灯工事助成費、防

犯灯電気料助成費 犯灯電気料助成費 犯灯電気料助成費

指 標 私道防犯灯のLED化率（町会・自治会所有） 単 位 ％

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標

98 令和７年度

実績

手 段 に
R2 R3 R4 R5 R6 R7

対する指標

(活動指標)
目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

環境対策及び維持経費抑制の進捗の確認ができる、町会・自治会所有の防犯灯具のLED化率を目標

事 業 の 値とした。

成 果 指 標 犯罪件数（非侵入窃盗） 単 位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標

1,925 令和７年度

実績

目 的 に
R2 R3 R4 R5 R6 R7

対する指標

(成果指標)
目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

防犯灯の管理を地域で行うことにより、区民の防犯意識や夜間の通行環境が向上し、「すり」や

「ひったくり」などの非侵入窃盗が減少する効果が期待されるため。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

私道防犯灯は、夜間の交通安全及び犯罪防止に寄与するものであることから、リースして

いるLED防犯灯の適正な管理、防犯灯管理費及び私道防犯灯設置費に対して助成することを
現状維持

継続していく。

課題・問題点

私道防犯灯リースの対象とならなかった防犯灯について、設置助成の対象として改修できるよう町会に働きかけ、LED化を

促進していく必要がある。



令和７年度 補助金評価シート No. 4

補助金名 私道防犯灯助成

主管課 都市整備課 電話番号（内線） 3926

墨田区私道整備助成条例・同施行規則 墨田区防犯灯補助金交付要綱

根拠法令

公共性の高い私道に設ける防犯灯の工事費及び管理費の一部に助成金を交付する。

補助概要

私道防犯灯の設置又は改修に対する助成及び管理費の助成により、夜間の交通安全及び犯罪防止に寄与し、す

目 的 べての人が安全で安心に暮せるまちづくりに資する。

私道防犯灯を設置・管理する町会・自治会

対 象 私道を通行する車両・歩行者（区民及び来街者）

基 準 区独自基準

防犯灯工事助成要件

1 両端が公道に接している私道で、幅員が1.2m以上のもの

2 一端が公道又は主要な私道に接している私道で、幅員が1.2m以上でかつ延長15m以上のもの

3 学校、公園等の公共施設に接している私道で、区長が適当と認める区間のもの

4 全各号に準ずると区長が認める私道
補助条件

防犯灯管理費助成要件(下記要件の全てに適合すること。ただし、個人が自己の目的のため設置したものは対

象外)

1 私道又は私有地に設置していること

2 道路に直接照明が行われていること

3 町会等が電気料金を支払っていること

開始年度 昭和４３年度 終了予定

・防犯灯工事助成

昭和54年度から防犯灯設置の助成を開始した後、助成率の改定や要綱緩和を実施（現在の助成率は80～100％

）。

過去3年間の実績

［令和4年度］ 7基（新設5基、取替2基）

［令和5年度］ 13基（新設11基、取替2基）

［令和6年度］ 13基（新設5基、取替8基）

経 過 ・防犯灯管理費助

令和4年度に、電気料金の高騰に伴う助成額の改定を実施している。

過去3年間の実績

［令和4年度］ 130団体 6,296,820円

［令和5年度］ 131団体 6,302,520円

［令和6年度］ 131団体 6,314,790円

※助成額（年単価）の推移（10VAの場合）

令和元年まで：灯具種別によらず3,000円/基、令和2年～3年：1,500円/基、令和4年～：1,800円/基

［平成30年6月］ 区道街路灯はLED化されるが、区道に挟まれた私道との照度の差について

［平成30年11月決特］ 私道防犯灯のリース方式によるLED化促進について

議会質問 ［令和4年11月決特］ 電気料金の高騰による補助の拡充について

の 状 況

特になし

そ の 他

特記事項

予算・決算額推移（単位：千円） 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

予算現額（令和７年度は当初予算） 22,000 9,111 7,922 8,994 8,654 8,160

A.決算額（令和７年度は見込み） 20,101 9,111 7,922 8,067 8,577 8,160

国 0 0 0 0 0 0

財 源 都 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0 0 0

一般財源 20,101 9,111 7,922 8,067 8,577 8,160

執行率（％） 91.37 % 100 % 100 % 89.69 % 99.11 % 100 %



10 15 20 25

30 96 97 97 98 98

8 12 17 26

31 96 96 96 96

2,244 2,205 2,170 2,135

2,100 2,065 2,030 1,995 1,960 1,925

2,244 1,935 1,818 1,659

1,230 1,196 1,130 1,453 1,403

No. 4

指 標 私道防犯灯のLED化率（町会・自治会所有） 単 位 ％

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標

98 令和７年度

実績

手 段 に
R2 R3 R4 R5 R6 R7

対する指標

(活動指標)
目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

環境対策及び維持経費抑制の進捗の確認ができる。町会・自治会所有の防犯灯具のLED化率を目

補助金の 標値とした。

成 果 指 標 犯罪件数（非侵入窃盗） 単 位 件

最終目標値 目標年度 基準年(H28) H29 H30 H31

目標

1,925 令和７年度

実績

目 的 に
R2 R3 R4 R5 R6 R7

対する指標

(成果指標)
目標

実績

指標の選定理由及び目標値の理由

防犯灯の管理を地域で行うことにより、区民の防犯意識や夜間の通行環境が向上し、「すり」や

「ひったくり」などの非侵入窃盗が減少する効果が期待されるため。

評価結果 評価についての説明・今後の方向性等

私道防犯灯は、夜間の交通安全及び犯罪防止に寄与するものであることから、防犯灯管理

費及び私道防犯灯設置費に対して助成することを継続していく。

現状維持

課題・問題点

私道防犯灯リースの対象とならなかった防犯灯について、設置助成の対象として改修できるよう町会に働きかけ、LED化を

促進していく必要がある。


